2026.09

 (様式１)　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　［Ｒ８　総合評価・単体］
令和　　年　　月　　日

広　島　市　長　

所在地　　　○○市○○区○○町○丁目○番○号

商号又は名称　　　株式会社○○○○

代表者　　　代表取締役　　○○　○○　　　
	業者コード
	　
	
	
	
	

	認定工種
	
	等級
	

	許可区分
	特定　・　一般

	本店所在地
	市内　　 県内　　 県外


一般競争入札参加資格確認申請書

（入札後資格確認型一般競争入札用）

下記工事の一般競争入札について、競争入札参加資格を確認されたく、次のとおり添付書類を添えて申請します。

	工事名　　　　○○○○○○○○○○○○工事

	添付書類（提出するものの□に「✔」印又は■（塗潰し）をすること。）
■経営規模等評価結果通知書・総合評定値通知書(写し)（必ず添付すること。）
□施工実績調書及びその確認資料（入札公告において会社の施工実績を必要としている場合のみ必要）
■配置予定技術者調書及びその確認資料（必ず添付すること。）
□実務経歴書（実務経験による技術者の場合に必要）
■資本的関係・人的関係調書（必ず添付すること。）
■広島市税の納税証明書（写し）（必ず添付し、様式及び有効期限に注意すること。）
■消費税及び地方消費税の納税証明書（写し）（必ず添付し、様式及び有効期限に注意すること。）
■社会保険（健康保険及び厚生年金保険）・労働保険（雇用保険）への加入及び保険料の未納がないことの証明書類（写し）（適用を受けない書類（原本）も含む。）（必ず添付し、様式及び有効期限に注意すること。）
□設計・製作体制調書又は製作体制調書（入札公告において入札参加条件としている場合のみ必要）
□技術的支援体制調書（入札公告において入札参加条件としている場合のみ必要）
□市内本店業者を下請業者とすることができない理由書（必要な場合に添付すること。）
■総合評価に関する調書（必ず添付すること。）
■自己採点表（必ず添付すること。）
■ダウンロード確認書（必ず添付すること。なお、入札公告に再公告の案件である旨の記載がある場合は再公告の
確認票を、一旦停止した案件については入札手続再開後の確認票を添付すること。）
□その他(                               )（入札公告等において必要としている場合のみ必要）

	誓約事項

　１　「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」等の関係法令を遵守し、談合及び談合と疑われるような行為は行わず、公正な入札に努めます。

２　自社又は他の入札参加者が行った行為により、当該入札の公正性に疑義が生じ、広島市において入札の中止等いかなる措置をとられても、一切異議の申立てをしません。

３　本件工事に係る設計業務の受注者である○○○○株式会社と当社とは、入札公告に定める資本的関係若しくは人的関係はありません。

４　広島市建設工事競争入札取扱要綱第２８条第３号イからオまで及び第５号アの規定により選定することができない者に該当していません。

５　広島市発注契約に係る暴力団排除措置要綱第２条第１項から第５項までに規定する者のいずれにも該当しません。また、役員等の中のうちに暴力団員等又は暴力団関係者である者はいません。

	（問い合わせ先）

担当者：○○　○○　　　　　　　部　署：○○部○○課

電　話：(○○○)－○○○－○○○○㈹　(内線○○○○)


　　　記載漏れ等がないか簡単な確認を行い受理しましたが、入札参加条件を満たしているかどうかは、後日書類を精査し、所定の手続を経た上で、広島市建設工事競争入札取扱要綱の規定に基づき決定しますので、この受付をもって競争入札参加資格を有していることの確認を保証するものではありません。

※　本申請書等の提出時に総合評価に関する調書及び自己採点表を必ず添付して提出すること（提出がない場合は無効とする。）。
※広島市使用欄
（様式２）

令和　　年　　月　　日

所在地　　　○○市○○区○○町○丁目○番○号
商号又は名称　　　株式会社○○○○
代表者　　　代表取締役　　○○　○○　　　
施　工　実　績　調　書

	項　　目
	１
	２

	工

事

名

称

等
	工 事 名
	○○○○○○○工事
	

	
	建設工事の種類
	 eq \o\ac(□,✔)土木一式工事　　□建築一式工事

□その他（　　　　　　）
	

	
	発注者名
	○○市
	

	
	工事場所
	○○県○○市○○町
	

	
	最終請負金額
（消費税等を除く。)
	（単体の場合）

〇〇〇,〇〇〇,〇〇〇円
	

	
	
	（ＪＶの場合）

全体額　〇〇〇,〇〇〇,〇〇〇円

当社分　〇〇〇,〇〇〇,〇〇〇円
	

	
	工　　期
	平成〇〇年〇〇月〇〇日から

　　平成〇〇年〇〇月〇〇日まで
	

	
	受注形態
	単体又は共同企業体（出資割合〇〇％）
	

	工 事 内 容

※入札公告に記載した　     　競争参加資格に定める施工実績を有していることを確認できるよう、具体的な構造、数量等を記載すること。
	
	（例）

会社の施工実績が、「平成２２年４月１日以降に元請として完成・引渡しが完了した、次の工事の施工実績を有すること。

・延長が４００メートル以上の下水道本管(布設工法は問わないが、管更生工法は認めない。)の施工を有する工事」の場合の記載例


· 下水道本管布設

開削工　

○○○ｍｍ 汚水 ５００メートル




注　工期の元号は、適宜修正して記載すること。

（様式３－１）
令和　　年　　月　　日
所在地　　　○○市○○区○○町○丁目○番○号
商号又は名称　　　株式会社○○○○
代表者　　　代表取締役　　○○　○○　　　
配置予定技術者調書
	配置予定技術者
	 eq \o\ac(□,✔)　監理技術者　　　□　主任技術者　　　□　監理技術者補佐
氏名　〇〇　〇〇

※上記の者は、営業所技術者等（建設業法第２６条の５の適用を受ける技術者を除く。）又は経営業務の管理責任者等でないこと。

	法令による
資格・免許
	監理技術者資格者証　　　　監理技術者講習（○○年○月○日修了）
一級〇〇施工管理技士

	営業所技術者等
	氏名　〇〇　〇〇
	□　建設業法第２６条の５の適用を受ける技術者である場合

	経営業務の管理責任者等
	氏名　〇〇　〇〇

	予定下請契約金額
	　　〇〇, 〇〇〇, 〇〇〇円

	手持ち工事の有無

（下請工事も含む。）
	・無　・有　（工事名）〇〇〇〇〇〇〇〇工事

　　　　　　（発注者名）　〇〇市

　　　　　　（工期）令和〇年〇〇月〇〇日から令和〇年〇〇月〇〇日まで
・元請・下請 （契約金額(税込)）　〇〇, 〇〇〇, 〇〇〇円
　　　　　　（役　　職）　

※　技術者で「有」の場合、落札後、契約日までに公告に定める条件に合致する者へ変更する場合は変更申請を工事担当課へすること。
　　手持ち工事が複数ある場合は、全ての工事について記載すること。

	重複申請の有無
	・無　・有　（工事名）　〇〇〇〇〇〇〇〇工事
（入札金額(税込)）　〇〇, 〇〇〇, 〇〇〇円
（役　　職）　

※　技術者で「有」の場合、重複落札したときは、落札後、契約日までに公告に定める条件に合致する者へ変更する場合は変更申請を工事担当課へすること。
　　重複申請している工事が複数ある場合は、全ての工事について記載すること。

	工

事

経

歴
	項　　　　目
	１
	２

	
	工事名
	〇〇〇〇〇〇〇〇工事
	

	
	建設工事の種類
	□土木一式工事　　□建築一式工事

□その他（　　　　　　）
	

	
	発注者名
	〇〇市
	

	
	工事場所
	〇〇県〇〇市〇〇町
	

	
	最終請負金額

（消費税等を除く。）


	（単体の場合）〇〇, 〇〇〇, 〇〇〇円
	

	
	
	（ＪＶの場合）

全体額　〇〇〇, 〇〇〇, 〇〇〇円

当社分　〇〇〇, 〇〇〇, 〇〇〇円

（出資割合○○％）
	配置予定技術者の施工経験を入札参加条件としている場合のみ記載が必要で、施工実績調書に準じて記載すること。

	
	工期
	平成〇〇年〇〇月〇〇日から

平成〇〇年〇〇月〇〇日まで
	

	
	工事内容
	
	


注１　申請書等の提出時に配置予定技術者が特定できない場合には、複数の配置予定技術者を認めるが、この場合、配置予定技術者ごとに別葉とすること。

注２　契約日までの間において、病気、退社等本市がやむを得ない理由があると認める場合に、公告に定める条件に合致する者であるときに限り配置予定技術者の変更をすることができる。なお、主任（監理）技術者の変更については、別紙「総合評価に関する説明書」5その他による。
注３　営業所技術者等を本工事の主任（監理）技術者として配置する場合は、営業所技術者等の氏名右側の□に☑（チェック）又は■（塗潰し）を記入すること（建設業法第２６条の５の各号に掲げる要件を満たす必要がある）。

注４　他の工事との兼務を認める場合を除き、主任（監理）技術者、監理技術者補佐は、契約日（議会の議決を要する工事にあっては本契約の契約日、着手日選択期間を設定した工事にあっては実工事期間の始期（広島市の承諾を得て実工事期間の始期を早めた場合は、変更後の実工事期間の始期））において、他の工事に監理（主任）技術者、監理技術者補佐、現場代理人等として配置されていないこと。

注５　元号は、適宜修正して記載すること。

（様式３－２）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

実　務　経　歴　書

	技術者氏名
	○○　○○
	生年月日
	昭和ＸＸ年ＸＸ月ＸＸ日

	最終学歴
	　　　　　　　　　学校　　　　　　　　　学部　　　　　　　学科

　年　　　　月卒業

	職　　歴
	平成　９　年　４　月入社

	法該当区分

(該当する区分に○)
	建設業法第7条第2号　イ　ロ  ハ　実務経験○年以上（経験工種：○○工事業）

	職名（従事した立場）
	実務経験内容
	実務経験期間
	経験年数

	△△建設㈱
	○○○○○○○工事ほか
	H.８年4月からH.９年3月まで
	１年

	現場技術者
	○○○○○○○工事ほか
	H.９年4月からH.14年3月まで
	５年

	主任技術者
	○○○○○○○工事ほか
	H.14年4月からH.20年3月まで
	６年

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	合　　　　計
	　　　１２年　　　　月


注１　この様式は、実務経験（建設業法第７条第２号該当）による技術者の場合のみ提出してください。

注２　最終学歴欄は、必要な実務経験の年数を確認するものであるため、最終学歴の学校名、学科名、卒業年月を記載してください。

注３　法該当区分欄の実務経験年数は、法令で必要とされている年数を記載してください。
注４　実務経験内容の工事は1件以上記載してください。（必要な経験年数の期間に至るまで遡るか又は1件のみでもかまいません。）

注５　他の工種で実務経験を既に計上（登録）している場合は、実務経験期間が重複しないように注意してください。
注６　元号は、適宜修正して記載すること。
（様式４）
資本的関係・人的関係調書
令和　　年　　月　　日
所在地　
商号又は名称　
代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　
当社と資本的関係及び人的関係等のある者は、次のとおり相違ありません。
※　記載の対象は、広島市建設工事競争入札参加資格者又は広島市建設コンサルタント業務等競争入札参加資格者として認定されている者です。

１　資本的関係に関する事項
1 　会社法第２条第４号の２の規定による親会社等
	商号又は名称
	○○建設株式会社

	
	


2 　会社法第２条第３号の２の規定による子会社等
	商号又は名称
	該当なし

	
	


3 　①に記載した親会社等の他の子会社等（自社を除く）
	商号又は名称
	該当なし

	
	


(注) 親会社等は、持株会社等も記載の対象となります。

２　人的関係に関する事項
①　役員等の兼任の状況（代表権を有する者が同一である会社等についても記載。）
	当社の役員等
	兼任先及び兼任先での役職

	役職
	氏名
	商号又は名称
	役職

	代表取締役
	○○　○○
	△△建設コンサルタント株式会社
	取締役

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	


②　役員等が夫婦、親子又は兄弟姉妹の関係にある会社等
	当社の役員等
	夫婦、親子又は兄弟姉妹の関係にある会社等及び役職等

	役職
	氏名
	商号又は名称
	役職、氏名及び続柄

	該当なし
	
	
	

	
	
	
	


※　「親会社等」とは、会社法第２条第４号の２の規定による親会社等をいう。

※　「子会社等」とは、会社法第２条第３号の２の規定による子会社等をいう。

※　「会社等」とは、株式会社（特例有限会社を含む。）、合名会社、合資会社、合同会社、組合、共同企業体、設計共同体又は個人事業主をいう。

※　「役員等」とは、次の者をいう。

	・ 株式会社（特例有限会社を含む。）の取締役（社外取締役を含む。ただし、指名委員会等設置会社の取締役を除く。）

・ 持分会社（合名会社、合資会社又は合同会社をいう。）の業務を執行する社員

・ 組合の理事又はこれらに準ずる者

・ 会社更生法第６７条第１項又は民事再生法第６４条第２項の規定により選任された管財人

・ 指名委員会等設置会社における執行役


　※　取締役には、非常勤を含む。

※　監査役、会計参与、執行役員は該当しない。

　　　※　「夫婦」は法律上のものに限る。

　　　※　「親子」は、民法上の規定による実子のほか、普通養子及び特別養子の関係にあるものをいう。

　　　※　「兄弟姉妹」は、血族関係にあるものをいい、姻族関係にあるもの（配偶者の兄弟姉妹）は含まない。

３　複合的関係に関する事項

①　上記１及び２が複合した関係にある会社等
	商号又は名称
	所在地
	関係

	該当なし
	
	

	
	
	


４　その他(１、２又は３と同視しうる関係があると認められる場合)

①　本店、支店等の営業所の所在地が同一場所にあり入札の適正さが阻害されると認められる会社等

	商号又は名称
	所在地
	関係

	該当なし
	
	

	
	
	


②　社員が他の会社等の事務や営業にかかわっており入札の適正さが阻害されると認められる会社等

	商号又は名称
	所在地
	関係

	該当なし
	
	

	
	
	


③　その他入札の適正さが阻害されると認められる会社等（組合とその構成員、若しくは共同企業体又は設　
計共同体とその構成員など。）
	商号又は名称
	所在地
	関係

	該当なし
	
	

	
	
	


※　１資本的関係及び２人的関係については、形式的に判断できる関係であるが、実質的にこれらと同視しうる入札の適正さが阻害される関係がある場合も、同一の入札に参加することについては、公正な入札が阻害される恐れがあるため、実効ある競争の確保の観点から入札の参加を制限を行う。

　　　　　したがって、同一入札の参加について入札価格や入札意思などを相談するなどの関係がある場合は同一入札への参加が制限される。
※　記入欄がたりないときは、適宜記入欄を追加して用いること。なお、別紙となる場合は、左上をステー　プラーで綴じこみ、別紙にも記名すること。
※　該当のない事項については、その欄に「該当なし」と記載すること。

【同一入札への参加が制限される事例】

　　　　　    　  Ａ 社     ２ 人的関係（役員等兼任等）　　Ｄ 社 　　２ 人的関係（役員等兼任等）　  Ｅ 社 
                                                 

３ 資本的関係と人的関係の複合的関係

　　　　　１ 親子関係等

        Ｂ 社 　　　　　  Ｃ 社 
　　　　 １　 親会社等が同じ子会社等

※　上記の関係がある場合、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ及びＥ社は、いずれか1者のみの入札参加となります。

※　１について、子会社等又は子会社等の一方が、民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等又は会社更生法第２条第７項に規定する更生会社である場合は除く。

※　２について、一方の会社等の役員等が他方の会社等の管財人を兼任している場合を除いて、会社等の一方が、民事再生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社等又は会社更生法第２条第７項に規定する更生会社である場合は除く。

（様式５）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

所在地：　○○市○○区○○町○丁目○番○号

商号又は名称：　㈱○○○○○

代表者：　代表取締役　　○○　　○○　　　　　　

下記調書のとおり相違ないことを誓約します。

設　　計　・　製　　作　　体　　制　　調　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工事名 ：　　○○○　　　　　　　　　　　　　　工事）

	　実 施 体 制 の 項 目
	　記　載　す　る　内　容

	設計管理
	設計担当部署
	住    所 ： ○○市○○区○○町○丁目○番○号

会 社 名 ： ㈱○○○○○

電話番号 ： 00-0000-0000
部署組織 ： 代表取締役
            　└─○○部

└─○○課

住所：○○

電話：○○

担当：○○

（設計部署組織表を添付すること。）

	
	設計部署の技術者数

(当該部門のみ）
	資格種類 ： ○○士   ○○名

            ○○士   ○○名

	
	ＩＳＯ認証
	ＩＳＯ規格 ： ○○○○○○○

（該当するＩＳＯ認証書、資料等の写しを添付すること。）

	工程管理
	工程管理担当部署
	住    所 ： ○○市○○区○○町○丁目○番○号

会 社 名 ： ㈱○○○○○

電話番号 ： 00-0000-0000

部署組織 ： 代表取締役
              └─○○部

└─○○課

住所：○○

電話：○○

担当：○○

（工程管理部署組織表を添付すること。）

	
	ＩＳＯ認証
	ＩＳＯ規格 ： ○○○○○○○

（該当するＩＳＯ認証書、資料等の写しを添付すること。）

	検査・試験
	検査・試験担当部署
	住    所 ： ○○市○○区○○町○丁目○番○号

会 社 名 ： ㈱○○○○○

電話番号 ： 00-0000-0000

部署組織 ： 代表取締役
              └─○○部

└─○○課

住所：○○

電話：○○

担当：○○

（検査・試験部署組織表を添付すること。）

	
	ＩＳＯ認証
	ＩＳＯ規格 ： ○○○○○○○

（該当するＩＳＯ認証書、資料等の写しを添付すること。）


※　各項目の体制が応札者の会社名と異なる場合は、その契約関係を示す書類を添付すること。

※　本工事において体制が変更となる場合は、関係書類を添付し、その体制を本調書で提出すること。※　ＩＳＯの認証を取得していない場合は、各内容に関するマニュアルなど資料の写し等を添付すること。
（様式５－１）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

所在地：　○○市○○区○○町○丁目○番○号

商号又は名称：　㈱○○○○○

代表者：　代表取締役　　○○　　○○　　　　　　

下記調書のとおり相違ないことを誓約します。

製　　　作　　　体　　　制　　　調　　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工事名 ：　　○○○　　　　　　　　　　　　　　工事）

	　実 施 体 制 の 項 目
	　記　載　す　る　内　容

	工程管理
	工程管理担当部署
	住    所 ： ○○市○○区○○町○丁目○番○号

会 社 名 ： ㈱○○○○○

電話番号 ： 00-0000-0000

部署組織 ： 代表取締役
               │

○○部

└──○○課

住所：○○

電話：○○

担当：○○

（工程管理部署組織表を添付すること。）

	
	ＩＳＯ認証
	ＩＳＯ規格 ： ○○○○○○○

（該当するＩＳＯ認証書、資料等の写しを添付すること。）

	検査・試験
	検査・試験担当部署
	住    所 ： ○○市○○区○○町○丁目○番○号

会 社 名 ： ㈱○○○○○

電話番号 ： 00-0000-0000

部署組織 ： 代表取締役
               │

○○部

└──○○課

住所：○○

電話：○○

担当：○○

（検査・試験部署組織表を添付すること。）

	
	ＩＳＯ認証
	ＩＳＯ規格 ： ○○○○○○○

（該当するＩＳＯ認証書、資料等の写しを添付すること。）


※　各項目の体制が応札者の会社名と異なる場合は、その契約関係を示す書類を添付すること。

※　本工事において体制が変更となる場合は、関係書類を添付し、その体制を本調書で提出すること。

※　ＩＳＯの認証を取得していない場合は、各内容に関するマニュアルなど資料の写し等を添付すること。
（様式６）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

所在地：　○○市○○区○○町○丁目○番○号

商号又は名称：　㈱○○○○○

代表者：　代表取締役　　○○　　○○　　　　　　

下記調書のとおり相違ないことを誓約します。

技　　術　　的　　支　　援　　体　　制　　調　　書

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（工事名 ：　　○○○　　　　　　　　　　　　　　工事）

	　設備引渡し後における体制の項目
	　記　載　す　る　内　容

	障害時支援
	支援担当部署
	住    所 ： ○○市○○区○○町○丁目○番○号

会 社 名 ： ㈱○○○○○

電話番号 ： 00-0000-0000
部署組織 ： 代表取締役
              └─○○部

└─○○課

住所：○○

電話：○○

担当：○○

（支援担当部署組織表を添付すること。）

	
	支援担当部署の技術者数

(当該部門のみ）
	資格種類 ： ○○士   ○○名

            ○○士   ○○名

	補修部品供給
	補修部品供給担当部署
	住    所 ： ○○市○○区○○町○丁目○番○号

会 社 名 ： ㈱○○○○○

電話番号 ： 00-0000-0000

部署組織 ： 代表取締役
              └─○○部

└─○○課

住所：○○

電話：○○

担当：○○

（補修部品供給担当部署組織表を添付すること。）

	
	補修部品の供給保証期間
	　○年　（○○年○月○日まで）

	技術的内容についての問い合わせ等への対応
	技術的内容についての問い合わせ等への対応担当部署
	住    所 ： ○○市○○区○○町○丁目○番○号

会 社 名 ： ㈱○○○○○

電話番号 ： 00-0000-0000

部署組織 ： 代表取締役
              └─○○部

└─○○課

住所：○○

電話：○○

担当：○○

（技術的内容についての問い合わせ等への対応担当部署組織表を添付すること。）

	
	支援担当部署の技術者数(当該部門のみ）
	資格種類 ： ○○士   ○○名

            ○○士   ○○名

	
	対応する時間帯
	


※　各項目の体制が応札者の会社名と異なる場合は、その契約関係を示す書類を添付すること。

※　体制が変更となる場合は、関係書類を添付し、その体制を本調書で提出すること。

 (様式７)
市内本店業者を下請業者とすることができない理由書
令和　　年　　月  　日　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　      　  　所　 在 　地
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　商号又は名称　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　

　本工事の下請の一部について、広島市内に建設業法上の主たる営業所を有している者（建設業法第３条第１項ただし書に該当する広島市内の建設業者を含む。以下「市内本店業者」という。)に請け負わせることができない理由は次のとおりです。　
	下請負人に関する事項（１次下請、２次下請以降）

	下請負人名
	
	許可番号
	大臣　一般

第　　　　 号

知事　特定

	代表者氏名
	
	許可業種
	

	所在地
(主たる営業所)
	(　　　　　　　　　　　　       )
	許可年月日
	平成　　年　　月　　日

	下請工事の内容
	
	主任技術者氏名
(生年月日)

(技術者資格)
	( S . H  　 年　  月　  日 ）

(    イ　　　ロ　　　ハ　　)　　　　　　　　　

	
	
	請負予定金額
(消費税等を含まず)
	　　　　　　　　　　　円

	理由
※具体的に記載すること。
	


（注）１　下請負人は、建設業の許可の有無にかかわらず記入すること(ただし、警備業、測量業、運送業等は対象外)。

２　２次下請以降の下請負人も全て記入すること。下請負人区分は，受注者が直接その当事者となって下請負させる業者については１次下請を，受注者が直接その当事者とならない下請負人については２次以降を○で囲むこと。

３  許可番号については，必要なものを○で囲み，許可証の写しを添付すること（許可証が複数の場合は，当該工事に必要な業種が記載されたものでよい。）。許可業種は，下請負人の有する許可のうち，当該下請工事に必要な業種のみを記載すること。

      ４　所在地欄の(      )には、建設業法上の主たる営業所の所在地を記載すること。

　　　５　契約内容の確認できるもの〔見積書の写し等（下請負に付する工区を明示した図面等を含む）〕を添付すること。

　　　６　技術者は，配置予定技術者について記載すること。

７　技術者資格は，建設業法第７条第２号イ・ロ・ハのうち該当するものの記号を○で囲み，資格者証等（監理技術者資格者証を有している場合は，監理技術者資格者証）の写しを添付すること（実務経験者の場合は，実務経歴書を添付すること。）。

　　　８　主任技術者と下請負人との雇用関係が確認できるものを添付すること。

　　　９　記載事項に変更が生じた場合は，速やかに再提出すること。

　  10　実際に下請契約を締結した場合は，広島市建設工事請負契約約款第７条に基づき，下請業者通知書を提出すること。

　  11　元号は、適宜修正して記載すること。
（様式－総２）
令和　　年　　月　　日
所在地　　　○○市○○区○○町○丁目○番○号
商号又は名称　　　株式会社○○○○
代表者　　　代表取締役　　○○　○○　　　
総合評価に関する調書
以下の工事について、総合評価に関する調書を、次のとおり添付書類を添えて提出します。
なお、証明する資料として提出する書類について、相違ないことを誓約します。
誓約したにも関わらず、万一、虚偽の記載が認められた場合には、指名停止等いかなる措置を講じられても一切異議の申し立ては致しません。
· 本調書を提出しない場合及び本調書に必要事項が記入されていない場合は、入札を無効とする。
提出するものの□に「✔」印又は■（塗潰し）をすること。なお、入札公告の別紙「総合評価に関する事項」において評価項目となっていない項目については、添付書類の提出を要しない。
また、本調書に係る添付書類に必要事項が記入されていない場合は、該当する評価項目を評価しない。
	工事名　　　　○○○○○○○○○○○○工事

	評価分類
	添付書類

	企業の
施工能力
	工事成績評定点の平均点に関する資料
□　令和４年1月から令和7年12月までに完成し、工事成績評定点が通知されたすべての工事（当該工種における本市発注工事の実績に限る。）の工事成績評定通知書（別記様式第１号）の写し
同種・同規模工事の施工実績に関する資料
□　同種・同規模工事施工実績調書（様式－総３）及び施工実績を証明する資料（写し）
優良建設工事表彰に関する資料
□　優良建設工事特別表彰又は優良建設工事表彰の表彰状（写し）(A4に縮小コピーして添付すること。)
ＩＣＴ活用工事への取組状況に関する資料（次の資料及び①、②のいずれかの資料を添付すること。）　
□　ＩＣＴ活用工事への取組状況（様式－総４）（①、②のいずれの場合も提出すること。）
①　広島市の実績の場合 (次のすべての資料を添付すること。)
□　工事成績評定通知書（別記様式第１号）（写し）（評定の対象でない場合は変更契約書の鑑（写し））
※評価基準「広島市発注の当該工種に係るＩＣＴ活用工事の施工実績あり（簡易型ＩＣＴ活用工事等を除く。）」
（配点：1.0点）が設定されており、これに該当する場合、次の資料もあわせて添付すること。
□　変更設計書（当該工種に係るＩＣＴ施工技術の活用が確認できる部分）（写し）
②　他の公共発注機関の実績の場合 (次のすべての資料を添付すること。)
□　ＣＯＲＩＮＳに登録されているデータの写し
□　ＩＣＴ活用工事を履行したことが確認できる証明書（写し）又は要領等の抜粋及び契約図書等（写し）
登録基幹技能者の現場配置に関する資料　
□　登録基幹技能者の現場配置（様式－総５）
ＩＳＯ９００１認証取得に関する資料
□　ISO9001マネジメントシステム登録証及び附属書（広島市内の事業所が認証取得しているもの）（写し）

	配置予定技術者の能力
	提出必須の書類
□　配置予定技術者調書（様式３－１）（写し）及びその確認書類（写し）
同種・同規模工事の施工経験に関する資料（次のいずれかを選択すること。）
□　提出必須の書類で確認
□　同種・同規模工事施工経験調書（様式－総６）及び施工実績を証明する資料（写し）
優良技術者表彰に関する資料
□　優良技術者特別表彰又は優良技術者表彰の表彰状 (写し)(A4に縮小コピーして添付すること。)
若手技術者の配置に関する資料
□　提出必須の書類で確認
継続学習制度の単位に関する資料
□　学習履歴証明書等(写し)(各団体発行の証明書等をA4に縮小コピーして添付すること。)
主任（監理）技術者の資格に関する資料　
□　資格者証等（指定した資格を所持していることが確認できる部分）の写し

	社会的
項　目
	災害復旧協力等の状況に関する資料（次のいずれかの資料を添付すること。）
□　広島市と締結した災害関連工事の契約書（写し）及び工事設計書（予算科目を確認できる部分）（写し）
□　広島市災害協力事業者登録申込書（広島市危機管理室の受付印のあるもの）（写し）
□　危機管理室災害予防課が発行する広島市災害応急対策に係る協力事業者登録証明（写し）

	
	障害者雇用の状況に関する資料（次の①、②のいずれかの資料を添付すること。）
①　障害者の雇用の促進等に関する法律第４３条第７項に基づき雇用状況の報告を義務付けられている事業者の場合
□　公共職業安定所へ報告した「障害者雇用状況報告書（事業主控）」(直近の６月１日以降のもの)（写し）
②　①以外の事業者で障害者を常用（直接的かつ恒常的に)雇用している場合(次のすべての資料を添付すること。)
□　障害者雇用状況調書(様式－総７)
□　身体障害者手帳又は療育手帳若しくは精神障害者福祉手帳(写し）
□　障害者を常用雇用していることが確認できる書類


	評価分類
	添付書類

	社会的
項　目
	男女共同参画への取組状況に関する資料（次のうち該当するものの資料を添付すること。）
□　次世代育成支援対策推進法に基づく「一般事業主行動計画」を策定している場合は、都道府県労働局に提出した行動計画（受理印のあるもの）(写し)
□　次世代育成支援対策推進法に基づく認定を受けている場合は、都道府県労働局が発行した認定通知書(写し)
□　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく「一般事業主行動計画」を策定している場合は、都道府県労働局に提出した行動計画（受理印のあるもの）(写し)
□　女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく認定を受けている場合は、都道府県労働局が発行した認定通知書(写し)
□　内閣府が行う女性のチャレンジ支援策に基づく表彰状（写し）
□　内閣府が行う子どもと家庭を応援する日本功労者表彰（写し）
□　広島市「女性と若者が輝く企業」認定要領に基づく認定証（写し）
□　広島市男女共同参画推進事業所表彰（写し）

	
	女性技術者の雇用に関する資料（次のうち該当するものの資料を添付すること。）
□　当該工種の主任技術者となり得る女性技術者の国家資格の取得を証明できるもの、常用(直接的かつ恒常的に１年以上)雇用していることが確認できる書類及び性別を確認できる書類（写し）
□　当該工種の監理技術者となり得る女性技術者の監理技術者資格者証、常用(直接的かつ恒常的に１年以上)雇用していることが確認できる書類及び性別を確認できる書類（写し）

	
	環境対策への取組状況に関する資料（次のいずれかの資料を添付すること。）
□　ISO14001マネジメントシステム登録証及び附属書（広島市内の事業所が認証取得しているもの）（写し）
□　エコアクション２１認証・登録証（広島市内の事業所が認証取得しているもの）（写し）
□　「ひろしまエコ事業所認定制度」の認定書（広島市内の事業所が認証取得しているもの）（写し）

	
	広島市内在住の就職困難者の雇用状況等に関する書類（次のうち該当するものの資料を添付すること。）
(1)　広島市内在住の失業者を雇用している場合（①から③のすべて必要）
①　失業者を雇用したことを証明する次のいずれかのもの
□　雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回答書（写し）
□　雇用保険日雇労働被保険者手帳（写し）
②　広島市内在住の失業者を正規従業員として雇用したことを証明する次のすべてのもの
□　労働条件通知書（写し）
□　常用雇用していることが確認できる書類
□　住所が確認できる書類（運転免許証等）の写し（上記書類により住所が確認できない場合のみ）
③　資本的関係・人的関係を確認する書類
□　資本的関係・人的関係調書（様式４）（写し）
(2)　広島市内在住の刑務所出所者等を雇用している場合等（次のいずれかの資料を添付すること。）
①　保護観察又は更正緊急保護の対象者を雇用した実績がある場合
□　保護観察対象者等雇用実績証明書（写し）
②　保護観察又は更正緊急保護の対象者に事業所見学会又は職場体験講習を実施している場合
□　保護観察対象者等事業所見学会等実績証明書（写し）

	
	建設キャリアアップシステムの活用状況に関する資料（次のうち該当するものの資料を添付すること。）
①　本工事で建設キャリアアップシステムを活用する場合
□　建設キャリアアップシステムの活用状況（様式－総８）及び事業者登録があることを証明する以下②の資料
②　事業者登録のみの場合
□　「事業者登録完了のお知らせ（はがき）」の写し又は「事業者登録完了メール」の写し又は「建設キャリアアップシステムの事業者情報画面」の写し

	
	広島製産品の活用に関する資料　
□　広島製産品使用予定調書（様式－総９）

	
	ボランティア清掃の活動状況に関する資料（次のうち該当するものの資料を添付すること。）
□　「広島市まちの美化に関する里親制度」の覚書及び里親活動報告書（広島市まちの美化に関する里親制度実施要領別記様式４号）（写し）
□　クリーンボランティア参加申込書及び活動記録簿（活動状況写真を含む。）（写し）
□　アダプト活動認定団体認定証及び活動実績報告書（収受印のあるもの）（活動状況写真を含む。）（写し）
□　国土交通省中国整備局広島国道事務所が指定するところにより作成した国道ボランティア・ロード協定書及び活動記録簿（活動状況写真を含む。）（写し）
□　清掃活動実績調書（様式－総１０）及び客観的に証明できる資料(参考様式－総１１等)
□　広島市環境美化功労者表彰（写し）

	
	職場体験等の受入れ状況に関する資料（次のうち該当するものの資料を添付すること。）
□　職場体験の受入れに係る依頼文書（写し）
□　インターンシップの受入れに係る覚書、契約書等（写し）
□　インターンシップ実習生の受入れに係る依頼文書、電子メール又は就職活動サイト等の画面（写し）

	
	広島市内企業の活用状況に関する資料　
□　広島市内企業の活用状況（様式－総１２）


※　添付書類についての詳細は、入札説明書の別紙「総合評価に関する説明書」の２ 提出書類等について及び、３ 提出書類の作成及び評価における留意事項を参照のこと。
（様式－総３）
令和　　年　　月　　日
所在地　　　○○市○○区○○町○丁目○番○号
商号又は名称　　　株式会社○○○○
代表者　　　代表取締役　　○○　○○　　　
同種・同規模工事施工実績調書
工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	施工実績
	工事名
	○○○○○○○工事

	
	発注者名
	○○市

	
	工期
	令和○○年○○月○○日　～　令和○○年○○月○○日

	
	受注形態
	□単体　　　□共同企業体（出資割合○○％）

	
	工事内容
	（例）面積が１０，０００平方メートル以上の舗装工（アスファルト舗装）の施工を有する工事の場合の記載例
・　アスファルト舗装工
　　１５，０００平方メートル

	添付資料
	（例）竣工時ＣＯＲＩＮＳの写し


※１　求める施工実績は、入札公告の別紙「総合評価に関する事項」による。
※２　一般競争入札参加資格確認申請書に添付する施工実績調書（様式２）において、同種・同規模工事の施工実績を満たす工事を記載している場合は、本様式に替えて施工実績調書（様式２）の写しを提出することができる。
※３　受注形態の欄について、該当するものの□に「✔」印又は■（塗潰し）をすること。受注形態が共同企業体の場合は、出資比率を記載すること。
※４　施工実績がない場合は、本様式の提出を要しない。
（様式－総４）
令和　　年　　月　　日
所在地　　　○○市○○区○○町○丁目○番○号
商号又は名称　　　株式会社○○○○
代表者　　　代表取締役　　○○　○○　　　
ＩＣＴ活用工事への取組状況
工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	施工実績
	工事名
	○○○○○○○工事

	
	発注者名
	広島市　・　○○県

	
	工期
	令和○年○○月○○日　～　令和○年○○月○○日

	
	ＩＣＴ活用
工事の区分
	次のいずれかをチェックすること
□　ＩＣＴ活用工事（ＩＣＴ施工技術を全て活用する工事）
□　簡易型ＩＣＴ活用工事等（ＩＣＴ施工技術を部分的に活用する工事）

	
	ＩＣＴ活用
工事の工種
	次のうち該当する工種をチェックすること（複数可）
□　土工　　　　□　舗装工　　　　□　法面工
□　その他の工種（　　　　　工 ）

	施工実績を証明する添付資料
（広島市の実績の場合）
	・次の資料を添付すること。
□　工事成績評定通知書（別記様式第１号）
　（評定の対象でない工事の場合は、変更契約書の鑑）
・評価基準「広島市発注の当該工種に係るＩＣＴ活用工事の施工実績あり（簡易型ＩＣＴ活用工事等を除く。）」（配点：１．０点）が設定されており、これに該当する場合、次の資料も併せて添付すること。
□　変更設計書（当該工種に係るＩＣＴ施工技術の活用が確認できる部分）の写し

	施工実績を証明する添付資料
（他の公共発注機関の実績の場合）
	・次の資料を添付すること。
□　ＣＯＲＩＮＳに登録されているデータの写し
・次のいずれかの資料を添付すること。
□　発注機関が発行したＩＣＴ活用工事証明書
□　発注機関が策定したＩＣＴ活用工事実施要領等の抜粋及び当該要領等に基づきＩＣＴ施工技術を活用したことが確認できる契約図書（契約書、設計書等）の写し
（要領等の名称：　○○県ＩＣＴ活用工事実施要領　）
（契約図書：　　　　　　　　　　　　　　　　　　）


※１　「過去２年間のＩＣＴ活用工事への取組状況」が評価項目となっている案件でのみ提出すること。
※２　ＩＣＴ活用工事及び簡易型ＩＣＴ活用工事等とは、「広島市ＩＣＴ活用工事実施要領」又は他の公共発注機関が策定した要領等に基づき、ＩＣＴ施工技術を全て又は部分的に活用した工事をいう。
※３　ＩＣＴ施工技術の具体的内容は、３次元起工測量、３次元設計データ作成、ＩＣＴ建設機械による施工、３次元出来形管理等の施工管理、３次元データの納品などがある。
※４　施工実績がない場合は、本様式の提出を要しない。
（様式－総５）
令和　　年　　月　　日
所在地　　　○○市○○区○○町○丁目○番○号
商号又は名称　　　株式会社○○○○
代表者　　　代表取締役　　○○　○○　　　
登録基幹技能者の現場配置
工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	登録基幹技能者の種類
	登録○○○○基幹技能者

	従事する工種
	○○工


※１　「登録基幹技能者の現場配置」が評価項目となっている案件でのみ提出すること。
※２　「登録基幹技能者の種類」及び「従事する工種」には、入札公告の別紙「総合評価に関する事項」に記載されている登録基幹技能者の種類及び工種を記載すること。「総合評価に関する事項」に、複数の登録基幹技能者の種類及び工種が記載されている場合は、いずれかを選択し、適切に記載すること。
※３　「従事する工種」に記載の工種を施工中は、登録基幹技能者を常時配置すること。なお、工事の途中での登録基幹技能者の交代は認める。
※４　当該資料に関する確認資料の添付は不要とする。工事完成後、登録基幹技能者を該当工種の施工期間中配置したことが分かる資料を監督員へ提出すること。
※５　共同企業体での申請の場合、共同企業体の代表者のみが本様式を提出すること。共同企業体の代表者以外の者は、本様式について提出を要しない。共同企業体の代表者から提出のあった本様式にて評価する。
※６　登録基幹技能者を現場配置しない場合は、本様式の提出を要しない。
※７　本評価項目において加点評価された場合は、落札者に履行義務を課すものとする。評価基準を満たさない変更をした場合は、落札者の工事成績評定点を８点減点する。
（様式－総６）
令和　　年　　月　　日
所在地　　　○○市○○区○○町○丁目○番○号
商号又は名称　　　株式会社○○○○
代表者　　　代表取締役　　○○　○○　　　
同種・同規模工事施工経験調書
工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	配置予定技術者氏名
	

	施工経験
	工事名
	

	
	発注者名
	○○市

	
	従事役職
	□主任（監理）技術者 　　□現場代理人

	
	工期
	令和○○年○○月○○日　～　令和○○年○○月○○日

	
	従事期間
	令和○○年○○月○○日　～　令和○○年○○月○○日

	
	受注形態
	□単体　　　□共同企業体（出資割合○○％）

	
	工事内容
	（例）面積が１０，０００平方メートル以上の舗装工（アスファルト舗装）の施工を有する工事の場合の記載例
・　アスファルト舗装工
　　１５，０００平方メートル

	添付資料
	（例）竣工時ＣＯＲＩＮＳの写し


※１　求める施工経験は、入札公告の別紙「総合評価に関する事項」による。
※２　一般競争入札参加資格確認申請書に添付する配置予定技術者調書（様式３－１）において、同種・同規模工事の施工経験を満たす工事を記載している場合は、本様式に替えて配置予定技術者調書（様式３－１）の写しを提出することができる。
※３　複数の配置予定技術者で申請している場合には、全ての配置予定技術者の同種・同規模施
工経験調書（様式－総７）を別々に作成すること。
※４　従事役職の欄について、該当するものの□に「✔」印又は■（塗潰し）をすること。
※５　受注形態の欄について、該当するものの□に「✔」印又は■（塗潰し）をすること。受注
形態が共同企業体の場合は、出資比率を記入すること。
※６　施工経験がない場合は、本様式の提出を要しない。

（様式－総７）
令和　　年　　月　　日
障 害 者 雇 用 状 況 調 書

（障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）第４３条第７項に基づき雇用状況の報告を義務付けられている事業者以外の事業者で障害者を常用（直接的かつ恒常的に）雇用している場合用）

所在地　　　○○市○○区○○町○丁目○番○号
商号又は名称　　　株式会社○○○○
代表者　　　代表取締役　　○○　○○　　　
	
	
	
	
	
	令和   年   月1日現在

	区　　　　　　　　　　　分
	合　　計
	事　業　所　別　の　内　訳

	①　事業所の名称
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	常用雇用労働者数
	②
	常用雇用労働者の総数
（短時間労働者を除く）
	　
	　
	　
	　
	　
	　

	
	③
	短時間労働者の数
	
	
	
	
	
	

	
	④
	常用雇用労働者の数

（②＋③×0.5）
	
	
	
	
	
	

	
	⑤
	除外率（％）
	　
	10％
	％
	％
	％
	％

	
	⑥
	法定雇用障害者数の算定の基礎となる労働者の数（④－（④×⑤[端数切捨て]））
	
	　
	　
	　
	　
	　

	常用雇用身体障害者、知的障害者及び精神障害者数
	⑦
	重度身体障害者の数
（短時間労働者を除く）
	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	⑧
	⑦以外の身体障害者の数
（短時間労働者を除く）
	
	　
	　
	　
	　
	　

	
	⑨
	重度身体障害者である短時間労働者の数
	
	
	
	
	
	

	
	⑩
	⑨以外の身体障害者である短時間労働者の数
	
	
	
	
	
	

	
	⑪
	身体障害者の数

（⑦×2＋⑧＋⑨＋⑩×0.5）
	
	
	
	
	
	

	
	⑫
	重度知的障害者の数
（短時間労働者を除く）
	
	
	
	
	
	

	
	⑬
	⑫以外の知的障害者の数
（短時間労働者を除く）
	
	
	
	
	
	

	
	⑭
	重度知的障害者である短時間労働者の数
	
	
	
	
	
	

	
	⑮
	⑭以外の知的障害者である短時間労働者の数
	
	
	
	
	
	

	
	⑯
	知的障害者の数

（⑫×2＋⑬＋⑭＋⑮×0.5）
	
	
	
	
	
	

	
	⑰
	精神障害者の数（短時間労働者を除く）
	
	
	
	　
	
	　

	
	⑱
	精神障害者である短時間労働者の数
	
	
	
	
	
	

	
	⑲
	精神障害者の数
（⑰＋⑱）
	
	
	
	
	
	

	
	⑳
	雇用障害者数　計

（⑪＋⑯＋⑲）
	
	　
	　
	　
	　
	　

	 eq \o\ac(○,21)　障害者雇用率（⑳÷⑥×１００）
　　　[小数第３位四捨五入]
	％
	　


※１　⑥欄には④欄の数に⑤欄の除外率を乗じて得た数（その数に１人未満の端数があるときはその端数を切り捨てた数）を④欄の数から控除した数を記載すること。

※２　⑤欄には事業の種類に係る除外率を記載すること（建設業は１０％）。

※３　常用雇用労働者とは、１年以上継続して雇用されるものをいい、経営者は含まない。

※４　短時間労働者とは、週の所定労働時間が２０時間以上３０時間未満で、１年以上継続して雇用されるものをいう。

※５　雇用障害者の、障害者手帳等の写し（障害の有無を確認するため）及び常用雇用していることが確認できる書類の写しを添付すること。

※６　事業所全てを書ききれない場合は別葉とすること。
※７　障害者を常用雇用していない場合は、本様式の提出を要しない。
（様式－総８）
令和　　年　　月　　日
所在地　　　○○市○○区○○町○丁目○番○号
商号又は名称　　　株式会社○○○○
代表者　　　代表取締役　　○○　○○　　　
建設キャリアアップシステムの活用状況
工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	建設キャリアアップシステムの活用状況
	次にチェックすること
本工事において、
□　建設キャリアアップシステムを活用する。



※１　「建設キャリアアップシステムを活用する」とは、建設現場において現場登録を行い、現場事務所等へカードリーダーなどを設置し、技能労働者の日々の就業履歴を蓄積することをいう。
※２　本工事で建設キャリアアップシステムを活用する場合のみ、事業者登録があることの証明書類とあわせて、本様式を提出すること。なお、加点評価された場合は、工事完成後、当該工事において建設キャリアアップシステムを活用したことが分かる資料（⑴現場・事業者・技能者（１名以上）の登録及び就業履歴の蓄積（１回以上）が確認できる資料（就業履歴一覧表の写し等）、⑵カードリーダーの現場事務所等への設置状況写真）を監督員へ提出すること。
※３　事業者登録のみの場合（本工事で建設キャリアアップシステムを活用しない場合）は、本様式の提出を要しない。
※４　共同企業体での申請の場合、共同企業体の代表者のみが本様式を提出すること。共同企業体の代表者以外の者は、本様式について提出を要しない。共同企業体の代表者から提出のあった本様式にて評価する。ただし、事業者登録があることの証明書類は、すべての構成員が提出すること。
※５　本評価項目の「事業者登録があり、本工事で建設キャリアアップシステムを活用する」において加点評価された場合は、落札者に履行義務を課すものとする。評価基準を満たさない変更をした場合は、落札者の工事成績評定点を８点減点する。
（様式－総９）
令和　　年　　月　　日
所在地　　　○○市○○区○○町○丁目○番○号
商号又は名称　　　株式会社○○○○
代表者　　　代表取締役　　○○　○○　　　
広島製産品使用予定調書
工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	対象資材①
	該当資材① (ａ)

〔　〕・
〔　〕・
〔　〕・
〔　〕・
〔　〕・
〔　〕・
〔　〕・
	・(ａ)の合計額（見積り額計）【Ａ】
　　　○，○○○，○○○　円
・(ａ)のうち広島製産品の使用額計（見積り額計）【Ｂ】
　　　○，○○○，○○○　円
・使用割合【Ｂ】／【Ａ】
　　　　　　　　　　／　　　　　　　　　　
＝○．○○○（小数第4位四捨五入）
〔○○・○　％〕

	対象資材②
	該当資材② (ｂ)
〔　〕・
〔　〕・
〔　〕・
〔　〕・
〔　〕・
〔　〕・
〔　〕・
	・(ｂ)の合計額（見積り額計）【Ｃ】
　　　○，○○○，○○○　円
・(ｂ)のうち広島製産品の使用額計（見積り額計）【Ｄ】
　　　○，○○○，○○○　円
・使用割合【Ｄ】／【Ｃ】
　　　　　　　　　　／　　　　　　　　　　
＝○．○○○（小数第4位四捨五入）
〔○○・○　％〕


※１　「対象資材①」及び「対象資材②」欄に記入する資材名は、入札公告の別紙「総合評価に係る事項」に記載されている該当資材をそのまま記入すること。
※２　「対象資材①」及び「対象資材②」欄に記入した資材のうち、広島製産品を使用予定の資材については、資材名左の「〔　〕」に○を記入すること。
※３　【Ａ】、【Ｂ】、【Ｃ】、【Ｄ】の金額は、消費税及び地方消費税を除いた金額を記入すること。
※４　【Ｂ】及び【Ｄ】に記入する金額は、上記の「〔　〕」欄に○を記入した資材の合計額とする。
※５　対象資材①及び対象資材②の分類及び、該当する資材については、入札公告の別紙「総合評価に係る事項」及び入札説明書の別紙「総合評価に関する説明書」の２ 提出書類等についてを必ず参照のこと。
※６　共同企業体での申請の場合、共同企業体の代表者のみが本様式を提出すること。共同企業体の代表者以外の者は、本様式について提出を要しない。共同企業体の代表者から提出のあった本様式にて評価する。
※７　広島製産品の使用予定がない場合は、本様式の提出を要しない。
※８　本評価項目において加点評価された場合は、落札者に履行義務を課すものとする。評価基準を満たさない変更をした場合は、落札者の工事成績評定点を８点減点する。

（様式－総１０）
令和　　年　　月　　日

所在地　　　○○市○○区○○町○丁目○番○号
商号又は名称　　　株式会社○○○○
代表者　　　代表取締役　　○○　○○　　　
清掃活動実績調書

	活動実績
	１
	２

	事業名
	
	

	主催者名

（実施団体名）
	
	

	活動場所
	
	

	活動時期
	令和　　年　　月　　日

　　～　令和　　年　　月　　日

(活動時間約　　　時間)
	令和　　年　　月　　日

　　～　令和　　年　　月　　日

（活動時間約　　　時間）

	活動概要
	道路 ・  公園 ・　河川

その他（　　　　　　　　）

参加人数

事業所としての参加者数

約　　　　人
	道路 ・ 公園 ・　河川

その他（　　　　　　　　）

参加人数

事業所としての参加者数

約　　　　人

	添付資料
	次のいずれかの資料を必ず添付すること（ただし、活動証明者の記載又は証明印があるものに限る。）
□　感謝状（写し）
□　お礼状（写し）
□　清掃活動参加確認書（参考様式―総１１）
□　その他の書類
	次のいずれかの資料を必ず添付すること（ただし、活動証明者の記載又は証明印があるものに限る。）
□　感謝状（写し）
□　お礼状（写し）
□　清掃活動参加確認書（参考様式―総１１）
□　その他の書類


※１「事業名」の欄で決まった名称がない場合は、「事業名」の欄の記入は不要です。

※２　主催者名(実施団体名)は、公共的団体であること。

「公共的団体」とは、農業協同組合、森林組合その他協同組合、商工会等の経済団体、社会福祉協議会等の厚生社会事業団体、青年団、婦人会等の公共的活動を営むものを言い、法人格を持つかどうかは問わない。

※３　元号は、適宜修正して記載すること。

※４　清掃活動の実績がない場合は、本様式の提出を要しない。
※５　清掃活動は、「広島市まちの美化に関する里親制度」、「広島市クリーンボランティア支援事業」、「広島県アダプト制度」、「国土交通省広島国道ボランティア・ロード」に該当しない活動に限る。
（参考様式－総１１）

令和　　年　　月　　日

株式会社○○○
代表取締役　　○○　○○　　様
所在地　○○○○○○○○
団体名　○○○○○○○○
代表者　○○　○○　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
清掃活動参加確認書
　貴社は、（○○○○（団体名））で実施した清掃活動に参加されました。
	事業名
	

	主催者名
	

	参加時期
	令和　　年　　月　　日　　～　令和　　年　　月　　日
(活動時間約　　　時間)　

	参加場所
	

	参加内容
	次のいずれかにチェックすること
□歩道　 □公園 　□河川 　□その他（　　　　　　　　）
事業所としての参加者数　約　　　人



※　元号は、適宜修正して記載すること。

（様式－総１２）
令和　　年　　月　　日

所在地　　　○○市○○区○○町○丁目○番○号
商号又は名称　　　株式会社○○○○
代表者　　　代表取締役　　○○　○○　　　
広島市内企業の活用状況
工事名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
	広島市内企業の
活用状況
	次のいずれかにチェックすること
本工事において、
□　予定している下請企業（一次下請）がすべて市内企業である。
□　下請をせず直営施工する。


※１　市内企業とは、広島市内に建設業法上の主たる営業所を有する企業をいう。
※２　共同企業体での申請の場合、共同企業体の代表者のみが本様式を提出すること。共同企業体の代表者以外の者は、本様式について提出を要しない。共同企業体の代表者から提出のあった本様式にて評価する。
※３　下請企業（一次下請）に市内企業を活用せず、直営施工もしない場合は、本様式の提出を要しない。
※４　本評価項目において加点評価された場合は、落札者に履行義務を課すものとする。評価基準を満たさない変更をした場合は、落札者の工事成績評定点を８点減点する。
提出者本人確認等済（提出者：　　　　　　、広島市確認者：　　　　　　）
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